
代表取締役社長の本間でございます。

本日は、大変お忙しいところ、ご参加いただきまして、誠にありがとうございます。ま
だ、ウィズコロナの状況にございますので、このようにオンライン形式で、実施をさせ
て頂きます。



本日は、まず第1四半期の実績について、その後、期初で「未定」としておりました通

期の業績見通しについて、そして 後にウィズコロナ社会における当社のめざす姿
について、ご説明します。



（説明省略）



それでは、まず第1四半期実績の概要についてご説明します。

ご覧のとおり、受注高及び売上高において前期比プラスとなっておりますが、新型コ
ロナウイルス感染症拡大に伴い、北米、EMEA・中南米、国内の法人・ソリューション

分野を中心に、当社ビジネスへのマイナス影響は発生しています。この「新型コロナ
ウイルス感染症拡大に伴う影響」のことを、この後は、「コロナ影響」と言わせていた
だきます。

まず、受注高は、公共・社会基盤及び金融において、大規模更改案件を獲得したた
め、大きくプラスとなりました。

売上高は、主に受注残高からの安定的な売上展開等により、前年並みを確保しま
した。

営業利益は、コロナ影響に伴い、案件の減少や中断によって一時的に稼働率が低
下していること、及び追加コストも発生したことにより、減益となりました。

それでは各項目につきまして、増減の内容をセグメント毎に説明します。



まず、受注高の状況です。

公共・社会基盤は中央府省向け案件、金融は銀行向け案件で、それぞれ複数
の大型案件を更改受注したことにより、大きくプラスとなりました。

法人・ソリューションは、流通業向け案件の獲得により伸びていますが、コロナ
影響によるマイナスも比較的大きく含まれています。

海外においては、さらに強くコロナ影響が出ています。

北米、 EMEA・中南米は、お客様のIT投資抑制による案件の遅延やキャンセル

等が発生していることに加え、前期に獲得した大型案件の反動減等があり、減
少しました。



次に、売上高の状況です。

公共・社会基盤は、中央府省向けサービスの規模拡大等により増収となりました。

金融は、前年並みです。

法人・ソリューションは、コロナ影響に伴う案件の減少や中断があったものの、流通
業向けサービスの規模拡大等により増収となりました。

北米は、コロナ影響や為替等による減収はありますが、前期のM&Aによる連結拡
大によって増収となりました。

EMEA・中南米は、コロナ影響に伴う案件の減少や中断等がありましたが、為替影響

を除くと前年並みを確保しています。



後に、営業利益の状況です。

公共・社会基盤は、増収による増益です。

金融は、売上と同様に前年並みです。

法人・ソリューションは、これまでの事業成長のスピードに合わせて体制を強化して
きましたが、コロナ影響に伴う案件の減少や中断によって事業の成長幅が縮小して
おり、その体制強化の費用増を吸収できなかったため、減益となりました。

北米及びEMEA・中南米は、コロナ影響に伴い、案件の減少や中断による稼働率が
低下したこと、及び追加コストの発生による費用増等のため、減益となりました。

この後のスライドは、ただ今、説明した内容をセグメント毎に記載しておりますので、
第1四半期実績に関しては以上となります。

続きまして、業績予想についてご説明いたします。12ページをご覧ください。
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まずは、業績予想を開示するにあたりまして、前提や新型コロナの事業影響につい
てお話しします。



まず、新型コロナウイルス感染症の収束時期に関する仮定です。

依然として予断を許さない状況にはありますが、今回の業績予想においては、経済
活動は概ね下期以降に徐々に回復していく、と仮定しています。



次に、当社事業全体への影響ですが、まず、国や業種毎に違いはあるものの、全般的
にマイナス影響を受けると見ています。

既存案件には、時期の遅れ、規模の縮小、開発中止が発生し、特に、国内外の一般法
人向けビジネス、新規案件、中堅・中小市場では、IT投資が抑制される傾向にあり、マイ
ナス影響は大きくなると見ています。

一方で、プラス影響として、ウィズコロナ社会におけるデジタルを活用した新たな社会の
仕組みの構築は加速し、当社が貢献できる事業機会は増加するものと見ています。

新たなビジネスは、今年度から検討及び投資が始まりますが、その多くは2021年度以降
の当社業績に効いてくると考えています。



続いて、セグメント別の事業影響になります。

公共・社会基盤は、中央府省、地方自治体ビジネスでプラスの影響が見込まれる一
方で、国内の各地域における法人系ビジネス、テレコム領域は、IT投資抑制による
マイナス影響が見込まれます。

次に、金融ですが、「自動化」、「ペーパレス化」、「キャッシュレス化」の取り組みの
活性化によりプラス影響が見込まれる一方で、市況の不透明感や地域経済悪化に
よるIT投資抑制でのマイナスの影響が出始めています。

次に、法人・ソリューションは、ECサイト構築等の需要増を見込んでおります。ペイメ
ント領域では、ECサイト利用増による需要拡大を見込んでおりますが、訪日外国人
の減少により、前年同水準と想定しています。また、流通サービス業、製造業等の
IT投資抑制によるマイナス影響が大きいと見込んでいます。



次に海外セグメントです。

北米の公共領域は堅調ですが、当社が得意領域としている製造業、医療機関は投
資抑制の傾向があります。一方で、中長期的にはデジタルを活用した高度なアウト
ソーシングの拡大が見込まれます。

EMEA・中南米については、公共領域、ユーティリティ領域は堅調ですが、ドイツの自
動車領域のマイナス影響は大きく、中南米においては為替のマイナス影響を見込ん
でいます。
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以上のような仮定と前提を踏まえ、2021年3月期の業績予想についてご説明
します。

まず、業績予想値に関しては、国や業種毎に違いはありますが、全般的にコ
ロナによるマイナス影響を受けると想定しております。

受注高は、前期に獲得した大型案件の反動減に加え、特に海外においてコロ
ナ影響に伴うお客様のIT投資抑制影響等により、大きく減少する予想です。

売上高は、期初にお話した想定のとおり、受注残高からの安定的な売上展開
はありますが、コロナ影響に伴い、当期に受注し当期の売上に展開されるよう
な比較的開発期間の短い案件等が、前期に比べて大きく減少するため、減収
となる予想です。

営業利益については、前期の一時的費用等の減少はありますが、減収等に
より減益となる予想です。しかしながら、将来に向けた事業構造改革を実行し
つつ、事業の状況に応じたコストコントロールを行い、前期並みの営業利益率
をめざします。

なお、1株当たり年間配当金については、期初に公表していたとおり、前期と
同額の18円から変更はありません。次ページ以降、各項目についてご説明し
ます。



まず、受注高の予想です。

大きく減少となっている公共・社会基盤、北米、EMEA・中南米は、それぞれ前
期に獲得した複数の大型案件の反動減があります。

また、特に海外の北米及びEMEA・中南米においては、コロナ影響に伴い、お
客様のIT投資抑制、意思決定の遅延等による案件キャンセルや延期が発生し
ており、加えて為替による押し下げ影響もあるため、大きくマイナスとなる予想
です。

法人・ソリューションは、コロナ影響により、製造業向け案件を中心に減少を予
想しています。

金融は、前期に獲得した大型案件の反動減とコロナ影響により、減少を予想し
ています。



次に、売上高の予想です。

公共・社会基盤は、コロナ影響に伴う減収はありますが、受注残高からの確実
な売上展開等により、増収を予想しています。

金融は、コロナ影響に伴う一部開発の繰延べ等により、減収を予想しています。

法人・ソリューション、北米、EMEA・中南米は、こちらに記載されている各領域を
中心にコロナ影響が大きく、減収を予想しています。

なお、海外においては、受注高と同様、売上高においても為替による押し下げ
影響が含まれています。



後に、営業利益の予想です。

公共・社会基盤及び金融は、主に前期に発生した不採算案件の抑制等により、
増益を予想しています。

法人・ソリューションは、コロナ影響に伴う減収等により、減益を予想していま
す。

北米は、コロナ影響に伴う減収による減益に加え、将来に向けた事業構造改
革を前倒しで実施するため、減益となる予想です。この北米における事業構
造改革は、デジタルシフトを一気に加速させるためと、ご理解ください。

EMEA・中南米においても、コロナ影響に伴う減収による減益はありますが、前

期に実施した事業構造改革費用や一時的な費用の減少等もあるため、増益
を予想しています。

続けて、海外での事業構造改革、また今後の取り組みについて、ご説明した
いと思います。28ページをご覧ください。
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まず、北米については事業構造改革を前倒しで実施をして、デジタル中心の事業ド
メインへの変革を早期に実現します。

具体的には、既存の強みであるアウトソーシングの高度化と、15のデジタルオファリ
ングを中心としたデジタル対応力の強化により、当社が得意とする“Digital領域にお
けるOnly One 企業”をめざしていきます。



こちらは北米のアラバマ州の年金機構の事例となります。

当社がこれまで提供してきたITアウトソーシングサービスに、複数のクラウドソリュー
ションと自動化技術等を組み合わせた高度なアウトソーシングサービスを、第1四半
期に新規受注しました。

今後もこのようなデジタル技術を活用した高度なアウトソーシング事業を大きく拡大
していきます。



次に、EMEA・中南米ですが、昨年度に実施したデジタル変革対応により、デジタル
対応力が高まり、デジタル領域で着実に成果が出てきています。

今年度も更なるデジタル対応力強化に向けて、事業構造改革を進めていきます。



こちらは、欧州ドイツ鉄道のSAPを活用したデジタルトランスフォーメーションの受注

の事例となります。欧州では、このような事業構造改革による成果が上がってきて
います。



次に、ウィズコロナ社会における当社のめざす姿についてお話しします。



当社が考える新たな社会は、こちらにありますように、リアルとオンラインをうまく融
合させるベストミックスな社会になります。

新しい社会の実現に向けて、当社は、事業・技術を通じた社会貢献を加速するとと
もに、当社自身の変革の推進に取り組んでいきます。



7月22日に、当社のグループ会社であるNTTデータ経営研究所から、ウィズコロナ、
アフターコロナにおける新たなデジタル社会の提言を発表しています。



こちらは日本と北米グループ会社との連携案件で、インドの病院での事例となりま
すが、AI画像診断を活用して、新型コロナウイルス感染症の肺疾患検出や診断業
務の効率化に貢献しています。



こちらは欧州の事例ですが、新型コロナウイルス感染症対応のソリューションを医
療機関に提供しています。



こちらは国内の医療機関に提供した遠隔診療を支援するサービスになります。



こちらは、東急ハンズ様との実証実験ですが、AIやアバター技術等を利用して、非
対面での接客等を実現した事例となります。



こちらは、コロナ対策応援プロジェクトとして、全国の自治体様向けに当社のRPAを
無償提供して、業務効率化に貢献した事例となります。



コロナ影響によって、世界中で社会のしくみは大きく変容しております。

私たちは、これまで培ってきた強みとデジタル技術を活用して、ウィズコロナ
における様々な社会課題を解決し、 Build Back Betterの考えに基づき、より
良い社会の実現に貢献していきます。

これは、私たちの変わらぬ信念、企業理念そのものです。「お客様とともに
未来の社会を創る」ことへ、全社を挙げて世界中で取り組んでいきます。



以降は、事業トピックや数値情報等を記載していますので、ご説明は省略しま
す。

私のプレゼンテーションは以上とさせていただきます。ありがとうございました。
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